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（１）救済制度に関する情報提供の拡充及び見直し

○ホームページにおける給付事例等の迅速な公表

・個人情報に配慮しつつ、副作用救済給付の支給・不支給事例を決定の翌月に
ホ ムペ ジに掲載（平成22年２月以降）ホームページに掲載（平成22年２月以降）。

・救済給付請求事例等を通じて把握した情報を活用し、既に添付文書などで注意
喚起してきているにもかかわらず繰り返されている同様の事例などについて、「P
ＭＤＡからの医薬品適正使用のお願い」として医薬品医療機器情報提供ホーム

○医療機関における制度利用や相談窓口などに関する情報提供

ページに掲載・「ＰＭＤＡメディナビ」で情報提供。

○医療機関における制度利用や相談窓口などに関する情報提供

・医療機関における救済制度の利用に関する取組み
・特定機能病院における副作用の相談窓口の設置状況のアンケート調査結果

について ホームページで紹介について、ホ ムペ ジで紹介。

○各種診断書等に対応する記載要領の拡充

◆新たに作成
・ショック・アナフィラキシー様症状 ・腎障害

◆既存のものを見直し
障害年金 障害児養育年金用

ホームページに掲載
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・障害年金・障害児養育年金用

医師等が記入する際の利便性の向上に努めた



（２）積極的な広報活動の実施

救済制度資料の活用に関する関係団体への協力依頼

◆「医薬品安全管理責任者が行う従業者に対する医薬品の安全使用のための研修
資料について」（平成24年1月30日付け厚生労働省医政局総務課医療安全推進

室及び医薬食品局総務課医薬品副作用被害対策室発出の事務連絡）に、「医薬
品安全管理責任者が行う従業者に対する医薬品の安全使用のための研修を行う
際に、申し出に応じてＰＭＤＡが救済制度の資料を配布するとともに、講師派遣の
相談に応じる」旨記載。

◆ＰＭＤＡとして 医療関係団体等１９ヶ所を訪問し 資料の積極的な活用◆ＰＭＤＡとして、医療関係団体等１９ヶ所を訪問し、資料の積極的な活用
や研修の際の講師派遣に応じる旨の説明をし、周知の協力を求めた。

◆平成２３年度末までに２１ヶ所に対して資料を送付。◆平成２３年度末までに２１ヶ所に対して資料を送付。

◆平成23年度末までに１５ヶ所から講師派遣依頼の申し出。

（平成２４年６月１４日までに、６ヶ所の医療機関等を訪問して救済制度の
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（平成 年 月 日までに、 ヶ所の医療機関等を訪問して救済制度の
説明を行っている。）



「薬と健康の週間」（10月17日～23日）を含む平成23年９月～11月の３ヶ月間を集中的

広報期間と定め、オリジナルキャラクター「ドクトルＱ」を使用した救済制度の全国向け広

集中広報の実施

【新聞】
全国紙５紙＋ブロック紙２紙＋地方紙２９紙

広報期間と定め、オリジナルキャラクタ 「ドクトルＱ」を使用した救済制度の全国向け広
報を展開。

全国紙５紙＋ブロック紙２紙＋地方紙２９紙

【駅看板広告】

ＪＲ新宿駅・ＪＲ大阪駅・地下鉄名古屋駅で駅看板を６ヶ月
間掲出（９月 ２月末まで）間掲出（９月～２月末まで）

【病院内広告】
・院内ビジョン：首都圏、その他の地域（約２５０台）
・リーフレット設置：首都圏、その他の地域（約２５０台） 【新聞広告】

【医療関係専門誌】
医師向け 日経メディカル（取材記事） 日本医師会雑誌

【ウ ブ広告】

・医師向け：日経メディカル（取材記事）、日本医師会雑誌
・薬剤師向け：日経ドラッグインフォメーション、薬事日報
・看護師向け：エキスパートナース など
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【ウェブ広告】

日経メディカルオンラインバナー、日経メディカルオンライン
メール（会員向け） など

【取材記事】



【ホームページの活用】
９月より ドクトルＱを使用して特集ページを掲載

集中広報の実施

９月より、ドクトルＱを使用して特集ペ ジを掲載

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 計

【特集ページへのアクセス件数】（単位：件）
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245 479 601 733 661 85,831 114,259 190,294 1,043 1,036 1,074 1,327 397,583

９月～１１月で年間のアクセス件数の９８．２％



関係機関等に出向き実施したもの

【学会への参加】

◆ポ タ 発表を行 た学会 本 療薬学会年会◆ポスター発表を行った学会 ：日本医療薬学会年会
◆講演・発表を行った学会 ：日本アレルギー学会秋季学術大会
◆冊子等の配布を行った学会 ：日本アレルギー学会春季臨床大会、日本神経学会学術大会、

日本耳鼻咽喉科学会総会・学術講演会 など合計１９学会日本耳鼻咽喉科学会総会 学術講演会 など合計１９学会

【研修会等での説明】

◆日赤薬剤師会臨床薬学研修会
◆予防接種従事者研修会 全国 所）◆予防接種従事者研修会(全国７ヶ所）
◆東京都病院薬剤師会診療部研修会
◆医療安全支援センター実践研修（東京・名古屋） ほか

【行政機関・関係団体への協力依頼】

◆行政機関 ：都道府県（２ヶ所）、市区町村（６ヶ所）
◆保健所 ：７ヶ所
◆医療安全支援センター ：都道府県（２ヶ所）、市区町村（２ヶ所）
◆医療機関 ：８ヶ所
◆地域医師会・歯科医師会 ：３ヶ所

【その他】

◆第１３回薬害根絶フォーラム（全国薬害被害者団体連絡協議会主催）において、リーフレットを
配布及び救済制度の相談コーナーを設置 5



関係機関との連携

◆日本薬剤師会が発行する「お薬手帳」に救済制度の内容を掲載 (毎年度約１０万部発行)

【日本薬剤師会及び都道府県薬剤師会】

◆日本薬剤師会が発行する「お薬手帳」に救済制度の内容を掲載 (毎年度約１０万部発行) 
◆都道府県薬剤師会を通じ、「薬と健康の週間」のイベントなどに使用する広報資料を配布 など

◆ 「薬と健康の週間」 におけるパンフレット「知 ておきたい薬の知識」（厚生労働省 日本薬剤師会発行）

【厚生労働省及び日本薬剤師会】

◆ 「薬と健康の週間」 におけるパンフレット「知っておきたい薬の知識」（厚生労働省、日本薬剤師会発行）
に救済制度の内容を掲載

◆医薬品安全対策情報誌（ＤＳＵ）に救済制度の内容を掲載し全医療機関に配布

【日本製薬団体連合会】

◆医薬品副作用被害救済制度及び生物由来製品感染等被害救済制度のリーフレットを、同センターから
血液製剤納入医療機関に配布

【日本赤十字社血液センター 】

◆医薬品安全対策情報誌（ＤＳＵ）に救済制度の内容を掲載し全医療機関に配布

◆同センターが１０月に実施したＭＲ教育研修において、救済制度の冊子を配布

血液製剤納入医療機関に配布

【公益財団法人ＭＲ認定センター 】 （旧：財団法人医薬情報担当者教育センター）

◆「医薬品・医療機器等安全性情報報告制度」の案内に医薬品副作用被害救済制度のリーフレットを折り
込み、関係団体等に配布

【厚生労働省】

◆「医薬品・医療機器等安全性情報 Ｎｏ．２８６」（平成２３年１２月）に「医薬品副作用被害救済制度におけ
る不支給事例と医薬品の適正使用について」を掲載

◆厚生労働省が全国の中学生に配布した教材「薬害って何だろう？」に救済制度のＨＰアドレスを掲載 6



度 査認知度調査

救済制度の認知度を把握するとともに、より効果的な広報を実施することを目的に実施

認知度調査

【実施時期】平成23年11月
【調査対象者】

○一般国民：全国の20歳以上3,090人
（各年代（20代、30代、40代、50代、60代以上）ごとに、男女各309人）

○医療関係者 全国の20歳以上の医師 薬剤師 看護師 歯科医師 計3 412人

【一般国民】

○制度の認知度

【医療関係者】

○制度の認知度

○医療関係者：全国の20歳以上の医師、薬剤師、看護師、歯科医師 計3,412人

22年度（18.9％）より
5.0％増加

○制度の認知度
「知っている」 5.0％
「名前は聞いたことがある」 18.9％

合計 23.9％

○制度の認知度
「知っている」 50.2％
「名前は聞いたことがある」 32.5％

合計 82.7％
＊医師の47 0％ 薬剤師の84 3%が「知っている」と回答

○制度の内容理解
「公的制度である」 62.5%
「副作用による健康被害に

ついて救済給付を行う」 53 4%

＊医師の47.0％、薬剤師の84.3%が「知っている」と回答

○制度の内容理解
「公的制度である」 86.1%
「副作用による健康被害について救済給付を行う」 53.4%

○制度の関心度
「関心がある」 14.5%

副作用による健康被害に
ついて救済給付を行う」 82.5%

○制度利用の勧奨率
「勧めたい」 73.5%

22年度（60.1％）より
10.3％増加
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「やや関心がある」 55.8%
合計 70.3%

など

勧 」
「勧めたくない」 1.8%
「どちらともいえない」 24.7%

など



（３）相談窓口の円滑な運営確保

平成２３年度の相談件数 ⇒ 21,577件 （参考：平成２２年度の相談件数⇒16,123件）

円滑な電話相談に向けた取り組み

一般用医薬品の外箱表示
・副作用被害救済制度

救済制度の相談以外の電話数増大
（製品の照会や苦情など）

・機構のフリーダイヤル番号
（製品の照会や苦情など）

救済制度の相談窓口である旨のガイダンス導入（平成21年9月25日より）

改善策

製品の照会や苦情については、利用
者の利便性を考慮し 製薬会社の連

救済制度の相談を受けたい人が相談員に繋がるよう改善
者の利便性を考慮し、製薬会社の連
絡先を紹介。

参考：相談電話をいただいた方からの「一般用医薬品の外箱にＰＭＤＡの連絡先のみが記載されており、製薬会社の消費者相談窓口の連絡
先等の記載がないため 消費者に不親切である」というご指摘を端緒として 「一般用医薬品の使用上の注意記載要領」（平成２３年１０

【相談件数・ホームページアクセス件数】

先等の記載がないため、消費者に不親切である」というご指摘を端緒として、「一般用医薬品の使用上の注意記載要領」（平成２３年１０
月１４日付け厚生労働省医薬食品局長通知）において、外部の容器又は外部の被包の記載項目として、製薬会社の「消費者相談窓口」
の連絡先等を記載することが新たに追加された。

年 度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度

相談件数 ７，２５７件 １７，２９６件 ３４，５８６件 １６，１２３件 ２１，５７７件

アクセス件数 ６３，８４３件 ６７，７１１件 ８７，１０９件 ８９，５００件 ７２，６８８件
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救済制度特集ページ
へのアクセス件数 － － － － ３９７，５８３件

平成２３年度からアクセス件数を調査



（４）請求事案処理の迅速化の推進

平成２５年度までに、各年度に支給・不支給決定をした全決定件数のうち、６０％以上を

第2期中期計画（平成21～25年度）

６ヶ月以内に処理できるようにする。

支給・不支給決定件数のうち
８ヵ月以内に処理したもの

支給・不支給決定件数のうち
６ヵ月以内に処理したもの

【22年度計画・実績】 70％以上を維持 ⇒ 74.9％ （＊） 決定件数対前年比10％増加 ⇒ 360件→434件

対前年度比20.6%増加

【23年度計画・実績】 70％以上を維持⇒ 73.3％ (＊) 決定件数対前年比10 ％増加⇒ 434件→534件

対前年度比23.0%増加

＊達成率＝当該事務処理期間以内の処理件数/年度の総件数

【中期計画達成に向け、下記の施策を実施】

医療機関等に依頼する追加・補
足資料等の減少のための施策

東日本大震災の影響により、平成２３年３月開催
予定の副作用・感染等被害判定部会が中止。

＊達成率＝当該事務処理期間以内の処理件数/年度の総件数

・ショック・アナフィラキシー様症状、腎障害に対応する診断書の記入例の追加
・障害年金・障害児養育年金診断書の記載要領について見直し

足資料等の減少のための施策

業務システムの強化
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・障害年金等の現況届のデータベース化及び障害等級の変化の可視化
・６カ月以内事務処理を目標とした事例難易度別の進捗管理等の充実

業務システムの強化



年 度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度

【副作用被害救済の実績】

請求件数 ９０８件 ９２６件 １,０５２件 １,０１８件 １,０７５件

決定件数 ８５５件 ９１９件 ９９０件 １,０２１件 １,１０３件

支給決定 件 件 件 件 件支給決定
不支給決定
取下げ件数

７１８件
１３５件

２件

７８２件
１３６件

１件

８６１件
１２７件

２件

８９７件
１２２件

２件

９５９件
１４３件

１件

支給額 １，６９６，５２５千円 １，７９８，７０６千円 １，７８３，７８３千円 １，８６７，１９０千円 ２，０５８，３８９千円支給額 ， ， 千円 ， ， 千円 ， ， 千円 ， ， 千円 ， ， 千円

８ヶ月以内
処理件数
達成率 ※１

６３４件
７４．２％

６８３件
７４．３％

７３３件
７４．０％

７６５件
７４．９％

８０９件
※３ ７３．３％

内６ヶ月以内
処理件数
達成率 ※２

３６７件
４２．９％

３５５件
３８．６％

３６０件
３６．４％

４３４件
４２．５％

５３４件
４８．４％

処理期間（中央値） ６．４月 ６．５月 ６．８月 ６．４月 ６．１月

※１ 当該年度中に決定されたもののうち、８ケ月以内に処理できたものの割合

※２ 当該年度中に決定されたもののうち、６ケ月以内に処理できたものの割合

※３ 平成２３年３月開催予定の副作用・感染等被害判定部会が東日本大震災
により中止されたことによる事務処理期間の影響を考慮して試算すると

中期計画における目標（平成２５年度までに、全
支給・不支給決定件数のうち６０％以上を６ヶ月
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により中止されたことによる事務処理期間の影響を考慮して試算すると、
８ヶ月以内の処理件数は837件、達成率は75.9％となる。

支給・不支給決定件数のうち６０％以上を６ヶ月
以内に処理）達成に向け、着実に進展。



【不支給理由の内訳（平成19年度～平成23年度） 】

平成19年度～23年度に決定された事例4,888件のうち、不支給決定された663件について、平成 年度 年度に決定された事例 , 件のうち、不支給決定された 件に て、
不支給の理由の内訳をグラフに示した

不支給決定件数の割合
対象除外医薬

品である

その他
1%

不支給
14%

（平成19‐23年度）

判定不能である
9%

3%

医薬品により発

現 たとは認め

入院を要する程

度または障害の

等級に該当しな
支給
86%

現したとは認め

られない
45%

等級に該当しな

い
19%

使用目的または

使用方法が適

正とは認められ

ない
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ない
23%



【感染救済の実績】

年 度 成 年度 成 年度 成 年度 成 年度年 度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度

請求件数 ９件 １３件 ６件 ６件 ９件

決定件数 ５件 １１件 １０件 ７件 ７件

支給決定
不支給決定
取下げ件数

３件
２件
０件

６件
５件
０件

８件
２件
０件

６件
１件
０件

３件
４件
０件

支給額 ２ ８３３千円 １０ ３０２千円 ３ ３２０千円 １０ ５４０千円 ２ ８６５千円支給額 ２，８３３千円 １０，３０２千円 ３，３２０千円 １０，５４０千円 ２，８６５千円

処理期間（中央値） ３．８月 ５．２月 ５．４月 ６．９月 ４．４月

12



（５）部門間の連携による適切な情報伝達の推進

・救済給付請求事例等を通じて把握した情報を活用し 既に添付文書などで注意喚起してき

安全部門との連携を図り、救済業務で得た情報を安全部門に提供することに
より、一層のリスクの低減化を図っている。

・救済給付請求事例等を通じて把握した情報を活用し、既に添付文書などで注意喚起してき
ているにもかかわらず繰り返されている同様の事例などについて、安全部門に提供。

・添付文書の改訂。
・「ＰＭＤＡからの医薬品適正使用のお願い」として医薬品医療機器情報提供ホームページに
掲載し、医療従事者等が活用しやすいように、安全に使用するための注意点などをわかりや
すく解説 適 使 更なる徹底を呼びかけすく解説して適正使用の更なる徹底を呼びかけ。
参考：添付文書の改訂・「ＰＭＤＡからの医薬品適正使用のお願い」は、「PMDAメディナビ」でも、事前に登録され
ている医療従事者等に対してメールで情報提供。

◆平成２３年１１月：「痛風・高尿酸血症治療薬ベンズブロマロンの定期的な肝機能検査の実施・自他覚症状の確
認について

「PMDAからの医薬品適正使用のお願い」に掲載した最近の事例

認について」

◆平成２３年１２月：「抗甲状腺剤チアマゾールによる無顆粒球症の防止・早期発見について」

◆平成２４年１月：「ラミクタール錠（ラモトリギン）の重篤皮膚障害と用法・用量遵守、早期発見について」

（平成２４年４月には、「～炭酸リチウム製剤（躁病・躁状態治療剤）適正使用のお願い～ 血清リチウム濃度測定遵
守について」 及び「医薬品による重篤な皮膚障害の早期発見について」 を掲載している。）
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（６）保健福祉事業の適切な実施と拡充

ア 医薬品による重篤かつ希少な健康被害者に係るＱＯＬ向上等のための

保健福祉事業として下記４事業を実施。

ア．医薬品による重篤かつ希少な健康被害者に係るＱＯＬ向上等のための
調査研究事業

・平成２３年度は６２名の協力者（内訳：ＳＪＳ５８名、ライ症候群４名）に対して調査研究を
実施実施。

・平成２２年度事業実績報告書を取りまとめ、関係者に送付。
・平成２４年度の調査対象者として、新たにライ症候群類似の重篤な健康被害者に調査
協力を呼びかけ。

イ 精神面などに関する相談事業（平成２２年１月から実施）

【主な相談内容】

○健康に関する不安、医療

援等福 ビイ．精神面などに関する相談事業（平成２２年１月から実施）

・医薬品の副作用及び生物由来製品を介した感染等
により健康被害を受けた方及びその家族が対象。

精神面のケア及び福祉サ ビスの利用等に関する助言を実施

○生活支援等福祉サービス

○家庭問題

○経済的問題
など

・精神面のケア及び福祉サービスの利用等に関する助言を実施。

・ＰＭＤＡにおいて福祉に関する資格（精神保健福祉士・社会福祉士）を有する専門家を
配置。

平成２３年度の相談件数は５６件・平成２３年度の相談件数は５６件。
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（表）

機構 太郎

ウ．受給者カードの配布（平成２２年１月から実施）

・健康被害救済制度の受給者が自身の副作用被害
について正確に情報提供できるよう、携帯可能な

（表）

サイズのカードを希望に応じて随時発行。
・平成２３年度の発行数は４３１名分。
・受給者カード配布の案内文を見直し。

（裏）

副作用の原因と考えられるまたは
推定される医薬品を記載

（裏）

エ．先天性の傷病治療によるＣ型肝炎患者に係るＱＯＬ向上等のための
調査研究事業（平成２２年８月から実施）

・平成２３年度は１８９名の協力者に対して調査研究を実施。
・平成２２年度事業実績報告書を取りまとめ、関係者に送付。
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（７）スモン患者及び血液製剤によるＨＩＶ感染者等に対する
受託支払業務等の適切な実施

国や製薬企業からの委託を受けて、スモン患者に対して健康管理手当及び介護費用の支払い
を行う（受託・貸付業務）とともに、財団法人友愛福祉財団の委託を受け、HIV感染者、発症者に
対する健康管理費用等の給付業務を行っている（受託給付業務）。

①スモン関連業務（受託・貸付業務）

対する健康管理費用等の給付業務を行っている（受託給付業務）。
・業務の実施に当たっては、個人情報の取り扱いに配慮。

年 度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度

受給者数
人

２，２６９
人

２，１８０
人

２，０７５
人

１，９６０
人

１，８５５

支 払 額
千円

1,601,134
千円

1,531,745
千円

1,457,724
千円

1,375,622
千円

1,306,329

千円 千円 千円 千円 千円

内
訳

健康管理手当
介護費用（企業分）
介護費用（国庫分）

千円

1,191,245
299,108
110,781

千円

1,140,517
284,981
106,247

千円

1,089,491
268,749
99,485

千円

1,031,376
250,946
93,300

千円

975,567
241,890
88,872

16



②ＨＩＶ関連業務（受託給付業務）

区 分
平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度

人数 支給額 人数 支給額 人数 支給額 人数 支給額 人数 支給額人数 支給額 人数 支給額 人数 支給額 人数 支給額 人数 支給額

人 千円 人 千円 人 千円 人 千円 人 千円

調査研究事業 603 327,857 586 320,122 566 313,676 562 309,355 547 302,763

健康管理支援事業 117 224,796 121 211,800 120 210,600 116 206,100 115 210,000

受託給付事業 3 8 084 2 6 300 2 6 300 2 6 300 2 6 276受託給付事業 3 8,084 2 6,300 2 6,300 2 6,300 2 6,276

合 計 723 560,737 709 538,222 688 530,576 680 521,755 664 519,039

「調査研究事業」・・・血液製剤によるＨＩＶ感染者（エイズ未発症者）に対する健康管理費用の支給

「健康管理支援事業」・・・裁判上の和解が成立した血液凝固因子製剤によるエイズ発症者に対する発症者健康管理手当
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の支給

「受託給付事業」・・・輸血用血液製剤によるエイズ発症者に対する特別手当等の給付



（８）特定フィブリノゲン製剤及び特定血液凝固第Ⅸ因子製剤によるＣ型肝炎
感染被害者に対する給付業務等の適切な実施

平成20年１月16日より「特定フィブリノゲン製剤及び特定血液凝固第Ⅸ因子製剤による
Ｃ型肝炎感染被害者を救済するための給付金の支給に関する特別措置法」に基づく
給付金支給業務等を実施。

業務 実施 当た は 個人情報 取り扱 配慮・業務の実施に当たっては、個人情報の取り扱いに配慮。

年 度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

受給者数 108人 660人 661人 305人 220人

うち追加受給者数（※） 0人 4人 22人 20人 20人

支給額 2,360,000千円 13,632,000千円 13,748,000千円 6,293,000千円 4,732,000千円

うち追加支給額（※） 0千円 68,000千円 272,000千円 324,000千円 268,000千円

拠出金収納額 0千円 0千円 12,679,500千円 6,146,117千円 2,116,800千円

政府交付金 20,462,000千円 0千円 0千円 9,500,000千円 0千円

※給付金の支給後に症状が進行したことにより、追加給付金の請求を行って支給を受けた者及び金額。
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※給付金の支給後に症状が進行した とにより、追加給付金の請求を行 て支給を受けた者及び金額。



（９）拠出金の効率的な徴収

副作 拠出金副作用拠出金

医薬品製造販売業者
・対象者714者のうち713者が申告・納付 収納率：99 9％対象者714者のうち713者が申告 納付 収納率：99.9％

薬局製造販売医薬品製造販売業者

・対象者6,707者のうち6,694者が申告・納付 収納率：99.8％

数値目標

・効率的な徴収と収納率の向上を図るため、（社）日本薬剤師会に徴収業務を委託

２３年度実績

年 度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

９９％以上

数値目標 ２３年度実績

９９．８％

度 度 度 度 度 平成 年度

製造販売業
対 象 者
納付者数

７６２件
７６２件

７５３件
７５２件

７４３件
７４２件

７１６件
７１６件

７１４件
７１３件

薬 局
対 象 者
納付者数

８，３４６件
８ ３０９件

８，０４７件
８ ０１５件

７，６２８件
７ ５９８件

７，１１１件
７ ０８２件

６，７０７件
６ ６９４件納付者数 ８，３０９件 ８，０１５件 ７，５９８件 ７，０８２件 ６，６９４件

合 計
対 象 者
納付者数

９，１０８件
９，０７１件

８，８００件
８，７６７件

８，３７１件
８，３４０件

７，８２７件
７，７９８件

７，４２１件
７，４０７件

収 納 率 ９９．６％ ９９．６％ ９９．６％ ９９．６％ ９９．８％
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収 納 額 ３，０５７百万円 ３，７３０百万円 ３，７９０百万円 ３，９９１百万円 ４，３３７百万円



感染拠出金

許可生物由来製品製造販売業者

・対象者92者のうち92者が申告・納付 収納率：100％

９９％以上

数値目標 ２３年度実績

１００％９９％以上 １００％

年 度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

製造販売業
対 象 者
納付者数

９８件
９８件

９６件
９６件

９７件
９７件

９３件
９３件

９２件
９２件

収 納 率 １００％ １００％ １００％ １００％ １００％

収 納 額 ５７４百万円 ６２０百万円 ６３１百万円 ６９３百万円 ７８５百万円
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